
 

 

「電子自治体の推進に関する懇談会」開催要領 

 

（目的） 

電子自治体の実現に向けて、業務システムの共同化・標準化の推進、電子自治

体の利活用の促進等電子自治体に係る施策の推進に関し、取組状況の把握、課題

の抽出・検討及び必要な助言を行うことを目的とする。 

 

（構成等） 

懇談会の委員は、別紙に掲げる者をもって充てる。 

 

（座長） 

（1） 懇談会には、座長を置き、委員の互選をもって決定する。 

（2） 座長は、必要に応じて、懇談会を召集し、その議長となる。 

 

（検討事項） 

（1）業務システムの共同化・標準化の推進に関する事項 

（2）電子自治体の利活用の促進に関する事項 

（3）その他電子自治体に係る施策の推進に関する事項 

 

（部会） 

（1）座長は、必要があると認めたときは、懇談会の下に個別テーマを扱う部会

(ワーキンググループ)を設置することができる。 

（2）部会は座長が指名する者をもって構成する。 

（3）部会に部会長を置き、部会構成員の互選をもって決定する。 

（4）部会長は、必要に応じて、部会を招集し、その議長となる。 

 

（庶務） 

懇談会の庶務は、総務省情報流通行政局地方情報化推進室の協力を得て、総務

省地域力創造グループ地域情報政策室において処理する。 
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（委任） 

この要領に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、座長が事務

局と協議の上、別に定める。 

 

（附則） 

この要領は、平成１９年６月７日から施行する。 

（附則） 

この要領（改正）は、平成１９年１０月１日から施行する。 

（附則） 

この要領（改正）は、平成２０年１０月１日から施行する。 

 



（別紙） 

 

平成 20 年度 電子自治体の推進に関する懇談会委員名簿 

 

 

＜学識経験者＞ 

 須藤 修 東京大学大学院情報学環教授（座長） 

 後藤 玲子 茨城大学人文学部社会科学科准教授  

 島田 達巳 摂南大学経営情報学部教授  

田中 敦仁 関西学院大学法学部教授  

 松尾 明 青山学院大学大学院会計ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾝ研究科教授  

 

＜民間有識者＞ 

 重松 直 東レ（株）情報システム部門長  

 宮内 淑子 メディアスティック（株）代表取締役社長  

 山口 秀二 情報政策研究所（株）代表取締役社長  

 

＜地方公共団体＞ 

 板倉 正典 千葉県総務部情報政策課長 

 伊藤 博明 高知県政策企画部情報政策課長 

 井堀 幹夫 市川市情報政策監  

木村 毅 大阪市総務局ＩＴ改革監兼市政改革室理事  

島田 政次 熊本県地域振興部情報企画課情報企画監  

 須藤 俊明 藤沢市企画部担当部長兼ＩＴ推進課長  

畠山 真一 埼玉県北部地域振興センター所長  

 吉田 稔 西宮市ＣＩＯ補佐官  

 

＜その他＞ 

 河合 輝欣 特定非営利活動法人 ASP・SaaS ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ･ｺﾝｿｰｼｱﾑ会長  

 須貝 俊司 （財）地方自治情報センター理事  

 藤原 吉彦 （財）全国地域情報化推進協会専務理事  

 

（敬称略・五十音順） 
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